
8100＿財政健全化審査意見書

平成24年度健全化判断比率等審査意見書

第1　審査の対象

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率及び資金不足比

率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類

第2　審査の期間

平成25年8月2日から平成25年8月22日まで

第3　審査の概要

この財政健全化審査は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律

第94号。以下「法」という。）第3条第1項及び第22条第1項の規定に基づき市長か

ら提出された健全化判断比率等及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正

に作成されているかどうかを主眼として実施した。

第4　審査の結果

（1）総合意見

審査に付された下記の健全化判断比率等及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類は、いずれも適正に作成されていると認められる。

記

ア　遠野市における健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

健 全 化 判 断 比 率 平 成 2 1年 度 平 成 22 年 度 平 成 23 年 度 平 成 24年 度 比 較 備　 考

① 実 質 赤 字 比 率 － － － － －

早 期 健 全 化 基 準 1 3 ．2 0 1 3 ．1 4 1 3 ．1 6 1 3 ．1 7 0 ．0 1

② 連 結 実 質 赤 字 比 率
－ － － ー －

早 期 健 全 化 基 準 1 8 ．2 0 1 8 ．1 4 1 8 ．1 6 1 8 ．1 7 0 ．0 1

③ 実 質 公 債 費 比 率 1 5 ．3 1 声・0 1 1 ．8 1 2 ．0 0 ．2 0

早 期 健 全 化 基 準 2 5 ．0 2 5 ．0 2 5 ．0 2 5 ．0 0 ．0 0

④ 将 来 負 担 比 率 8 9 ．4 7 8 ．7 8 2 ．1 9 6 ．7 1 4 ．6 0

早 期 健 全 化 基 準 3 5 0 ．0 3 5 0 ．0 3 5 0 ．0 3 5 0 ．0 0 ．0 0

イ　遠野市の公営企業における資金不足比率　　　　　　　　　　　　　　　（単位‥％）

対　 象　 会　 計 平 成 2 1年 度 平 成 2 2年 度 平 成 2 3年 度 平 成 2 4 年 度 比 較 備　 考

農 業 集 落 排 水 事 業 特

別 会 計 － － － － －
A 第 1 7条 第 3 日

経 営 健 全 化 基 準 2 0 ．0 2 0 ．0 2 0 ．0 2 0 ．0 0 ．0 0
T I　　　　　　　　 7ヲ

下 水 道 事 業 特 別 会 計
－ － － － －

令 第 1 7条 第 3 号

経 営 健 全 化 基 準 2 0 ．0 2 0 ．0 2 0 ．0 2 0 ．0 0 ．0 0

水 道 事 業 会 計 － ー － ー －
令 第 1 7 条 第 1 号

経 営 健 全 化 基 準 2 0 ．0 2 0 ．0 2 0 ．0 2 0 ．0 0 ．0 0

（810＿健全化判断比率H25）
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備考欄には、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成19年政令

第397号）第17条に規定する資金不足比率の算定に用いる事業の規模について、

法適用企業（法第2条第1号イに規定する法適用企業をいう。）に係る特別会計

にあっては「令第17条第′1号」と、法非適用企業（法第2条第1号ロに規定する

法非適用企業をいう。）に係る特別会計にあっては「令第17条第3号」と記載し

ている。

（2）個別意見

ア①　実質赤字比率について

平成24年度の実質赤字比率は、平成23年度に引き続き赤字額な■しであり表記上

「－」となっている。平成24年度の早期健全化基準は13．17％であり、・健全範囲

である。

ア②　連結実質赤字比率について

平成24年度の連結実質赤字比率は、平成23年度に引き続き赤字額なしであり表－

J記上「－」とならている。平成24年度の早期健全化基準は18．17％であり、健全

範囲である。′

ア③　実質公債費比率について

平成24年度の実質公債費比率は12．0％で、早期健全化基準の25．0％を大きく

下回り健全範囲である。地方債を起こす際に、この比率が18．0％以上の場合は公

債費負担適正化計画の策定を前提に県から許可を如ナなければならない団体とな

るが、これから大型事業が計画されておりヾ今後も数値の推移を見守る必要があ

・る。

ア④　将来負担比率について

平成24年度の将来負担比率は、平成23年度の82．1％を14．6ポイント上回り

96．7％となっている。早期健全化基準は350．0％であり、健全範囲ではあるが、

普通建設事稟費の増大に伴って公債費が増え、プライマリーバランス（借金を除

いた収入と支出のバランス）が赤字になっており、．将来の世代に負担を転嫁する．

ことになるため、今後財政収支の均衡を由っていく必要がある。

イ　資金不足比率について

平成24年度の公営企業に係る資金不足比率は、対象となる農業集落排水事業準

別会計、下水道事業特別会計及び水道事業会計のすべてが資金不足額なしであり

表記上ト」となっている。経営健全化基準は20．0％であり、いずれも健全範囲

である。

（3）是正改善を要する事項

指摘すべき事項は、特にない。
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